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資料５



⑦予算の効率化や教育の質の向上を
定量的に把握する指標
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１．新経済・財政再生計画 改革工程表2018の記載 及び 前回示された課題
＜新経済・財政再生計画改革工程表2018の記載＞
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１．新経済・財政再生計画 改革工程表2018の記載 及び 前回示された課題
＜新経済・財政再生計画改革工程表2018の記載＞
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１．新経済・財政再生計画 改革工程表2018の記載 及び 前回示された課題

＜第24回経済・財政一体改革推進委員会にて提示された課題＞

＜新経済・財政再生計画改革工程表2018において設定された指標＞

○ 文部科学省において、上記の指標の進捗状況を把握しつつ、第３期教育振興基本計画の策定過程で検討したロジックモデルの
改善等を通じた施策の合理的設計を進め、教育分野の特性も踏まえたフォローアップ手法を確立していく。

その際、教育政策全般にわたるエビデンスの開発や実証研究の設計、分析結果の検証を行う体制の構築を進めるとともに、義務
教育段階においては、教育政策に関する実証研究の推進、高等教育段階においては、大学生を対象とした学修成果の可視化に資す
る調査の実施等を行い、より効果的効率的な政策立案を行う。

政策目標に関する指標

指標①：OECD・PISA調査等の各種調査における水準の維持・向上

指標②：教育の質の向上の観点から、学修成果等に関する具体的な指標を設定

指標③：（インプットに対する）被引用回数トップ10％の論文数の増加

指標④：企業等からの大学・公的研究機関への投資額

指標⑤：地方自治体の教育振興基本計画に基づき、エビデンスに基づくPDCAサイクルに関する具体的な取組を実施している割合
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２．課題への具体的な対応等
【総論】

限られた予算の中で教育の質を向上させるため、改革工程表2018に掲げた５つの政策目標や関連するKPIについて、速やか

に現状値を把握するとともに、外部資源の活用やＰＤＣＡサイクルの徹底、改革の取組や教育成果に応じた財政支援のメリハリ
付けの強化等を行う。

指標①：OECD・PISA調査等の各種調査における水準の維持・向上
→2000年から3年に一度実施しているPISA調査や全国の小・中学校において毎年実施している全国学力・学習状況調査等で、課

題の把握・分析等による教育施策・指導の改善・充実を図るためのデータを収集。

指標②：教育の質の向上の観点から、学修成果等に関する具体的な指標を設定
→2019年度中に、教育の質の向上に資する各大学における学修成果の把握・公表の在り方について中央教育審議会大学分科

会教学マネジメント特別委員会の議論を取りまとめることと併せて、学修成果等の可視化に資するための一つの手法として学
修の主体である学生を対象とした試行調査を実施し、これらの成果・結果を踏まえ、今後検討。

指標③：（インプットに対する）被引用回数トップ10％の論文数の増加
→2019年の改革工程表改訂までに、CSTI等での議論を踏まえ、目標値を設定。

2019年度より、国立大学法人運営費交付金の配分に際して、運営費交付金等コスト当たりトップ10％論文数に関する共通指標
を全学的に世界で卓越した教育研究を推進する重点支援③の16大学で試行的に設定。

指標④：企業等からの大学・公的研究機関への投資額
→2019年度より、国立大学法人運営費交付金の配分に際して、教員一人当たり外部資金獲得実績に関する共通指標を設定。
→大学における「組織」対「組織」の大型共同研究を集中的にマネジメントするオープンイノベーション機構の整備を2018年度から

開始し、民間投資の大型化を推進。

指標⑤：地方自治体の教育振興基本計画に基づき、エビデンスに基づくPDCAサイクルに関する具体的な取組を実施している割合
→文部科学省で実施している「教育委員会の現状に関する調査」において、全国の都道府県・指定都市・市町村教育委員会に対

し、教育行政に関する中長期的な計画の策定状況について調査する中で、平成29年度間の調査（平成30年度実施）において
は、 PDCAサイクルの確立の必要性や実施体制を構築する方策などに関する記載の有無について把握したところ※。さらに、今
後実施する平成30年度間調査（平成31年度実施）においては、 PDCAサイクルの確立に向けた具体的な取組の実施状況及び
内容について調査し、好事例の情報共有を行い、全国の取組を促進する。

※PDCAサイクルに関する記載のある地方自治体の割合（平成29年度） 都道府県：85.1% 指定都市：75.0% 市町村：35.7%
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第３期教育振興基本計画に基づき、教育政策がエビデンスに基づき推進されるよう、政策立案に活用できるエビデンスの開発やEBPM実践事例の創出を
進めるとともに、地方自治体におけるPDCAサイクルの構築に向け、各地方自治体における教育振興基本計画の策定、先進事例の共有、コンソーシアムの構
築等を推進し、中央教育審議会教育振興基本計画部会での検討も早期的に実施。併せて、文部科学省内の体制構築やデータの収集・活用の改善に向
けた体制整備など基盤形成の取組も進める。

第３期教育振興基本計画に基づく
EBPMの推進

地方自治体における
PDCAサイクルの確立

 ５つの基本的な方針ごとに、教育政策の
目標並びに各目標の進捗状況を把握す
るための測定指標及び参考指標を設定。
留意すべき視点として、客観的な根拠を
重視した教育政策の推進を盛り込む。

EBPM推進体制構築とエビデンスの教育政策への反映について

 EBPM推進担当課（総合教育政策局調査企画課）を中心とした教育分野におけるEBPM推進体制の構築
・省内EBPM関係課長会議の開催を通じた取組の推進 ・省内職員向けEBPM研修の実施 ・国立教育政策研究所との連携体制の構築
 データの収集・活用の改善に向けた体制整備
・文部科学省が実施する調査・統計におけるコード統一やデータ構造の見直し ・データ貸与の改善・充実 ・データ活用に向けた省内相談体制の構築

EBPM推進のための基盤形成に関する取組

 政策立案に活用できるエビデンスの開発
・教育政策に関する実証研究の推進
→ 公立小中学校の教職員定数の中期見通しの策定に活用

・大学生を対象とした学修成果の可視化に資する調査の実施
→ 大学における教育の質の向上に向けた政策立案に活用

 EBPM実践事例の創出
・施策担当課のEBPM実践への支援（外部有識者をアドバイザーとして活用）
・教育分野の特性を踏まえた手法の整理

※ 教育基本法第17条第2項に基づき地方自治体が定める計画

 地方自治体における教育振興基本計画の
策定（※）とともに、それぞれの実情に応じ
た地域の発意による指標の設定や全国レベ
ルの調査結果との比較による適切な指標の
設定、PDCAサイクルの構築等を促す。

政策立案に活用できるエビデンスの開発やEBPM実践事例の創出を進め、ＥＢ
ＰＭ推進手法の確立に向けた取組を推進する。その際、同計画や改革工程表
2018で設定された指標の状況も踏まえ、政策目標と施策との関係の合理的設
計等を進める。

地方自治体におけるPDCAサイクル構築に向けた取組状況を把握し、先進事例を
共有するとともに、コンソーシアムの構築等により地方自治体の教育政策や学校に
おける取組の改善・充実につながる取組を推進。

【参考】 計画の策定状況（平成30年3月時点）
都道府県：100％ 政令指定都市：100％ 市区町村：81.1％  地方自治体や研究機関等のコンソーシアム構築

・実証研究やデータ分析の推進に向けた地方自治体と研究者のマッチングの試行
実施に向けた検討
・地方自治体が保有するデータの利活用促進に向けた課題の整理

エビデンスに基づき、教育政策を推進するための取組

中央教育審議会
教育振興基本計画
部会

 左記の取組も踏まえ、
第３期計画のフォロー
アップ手法を確立（～
2020年度）

 第３期計画のフォロー
アップを実施
（2021年度～）

中央教育審議会での
検討結果も踏まえ、第
４期計画の策定につ
なげるとともに、実効
性のあるPDCAサイク
ルを確立
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（参考）
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● 経済財政運営と改革の基本方針2018 （平成30年6月15日閣議決定 抜粋）

（エビデンスに基づくＰＤＣＡサイクルの徹底）

「第３期教育振興基本計画」に基づき、幼児教育から高等教育、社会人教育までライフステージを通じた教育政策全体について、国・都道府県・市
町村それぞれの権限を踏まえつつエビデンスに基づく実効性のあるＰＤＣＡサイクルを確立する。

文部科学省及び地方自治体においては、コストや成果を含む関連データの徹底的な見える化、全国学力・学習状況調査など自治体所有データの
幅広い研究者による利用の円滑化を進める。

文部科学省においては、関係府省と連携しつつ、教育政策全般にわたる実証研究の設計や分析結果の検証を行う体制の構築、ロジックモデルの
構築による政策目標と施策との関係の合理的設計等を進める。

経済財政運営と改革の基本方針における関連記述

● 経済財政運営と改革の基本方針2017 （平成29年6月9日閣議決定 抜粋）

（データプラットフォームの整備を通じたＥＢＰＭの推進）

各分野において、標準化された包括的なデータプラットフォームを構築することにより、客観的証拠に基づく政策のＰＤＣＡサイクルを確立する。あわ
せて、秘匿性を確保した上で民間利用を促すことを通じ、データ駆動型社会を構築しSociety 5.0 の実現を目指す。関係府省庁は、データプラット
フォームの構築やデータ収集・作成の際には、地域間で標準化し地域間で政策評価を比較考量が可能なものとする。また、「統計改革推進会議最終
取りまとめ」等を踏まえ、地方公共団体においても国と歩調を合わせてＥＢＰＭを推進するよう促す。
（中略）

教育分野においても、教育政策の効果及び費用、環境要因等を分析するため、教育関連データの整備充実や研究成果の蓄積、多様な研究者によ
る活用等の促進を進める。
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